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表１ 解析対象都市 １. はじめに 

都市の人口規模(万人) 
県名 都市数

0～3 3～5 5～10 10～30 30～ 

福岡 21  1  5 11  2 2 

佐賀  7  1  2  3  1 0 

長崎  7  2  1  2  1 1 

熊本 11  2  6  1  1 1 

大分  9  2  1  4  1 1 

宮崎  8  2  2  1  2 1 

鹿児島 13  7  2  3  0 1 

沖縄 10  1  2  5  1 1 

合計 86 18 21 30  9 8 

 九州・沖縄地方では、福岡市を中心とする都市圏や那覇

市の周辺都市などで人口増加が続いている。それに対し、

その他の中小都市では人口が減少傾向にあり、2000年ま
での10年間に15％減少した都市もある。つまり、九州・
沖縄地方では、人口集中が進行している都市と過疎化が

進行している都市に分かれつつある。このような人口の

二極化が発生している要因の一つに、都市の住環境によ

る影響が考えられる。 
 住環境評価に関する次のような既存研究例がある。松

本ら 1)は豊田市の市民意識調査の結果を基に、住民が住み

よいと感じる意識構造を明らかにしている。塚田ら 2)は、

前橋市を対象に市街地の成立条件から住民の居住環境の

満足度を把握し、居住環境の評価を行っている。植野 3)

は、兵庫県内の５都市を対象に、ライフスタイル志向に

基づいた居住環境評価を行っている。また、複数の都市

を対象とした事例では、佐保 4)が人口5～20万人の85都
市を対象に人口と宅地面積に着目し、都市のコンパクト

化に関する評価を行っている。しかし、多くの都市を対

象にした多様な項目からなる総合的な住環境評価の事例

や評価結果を都市ごとに比較検討した事例は少ない。本

研究では、九州・沖縄地方の都市93市(1995年現在)を対
象に数量化理論Ⅲ類とクラスター分析を組み合わせた手

法により、各都市の住環境評価総合点を算出し、比較検

討を行った。さらに、この手法を用いた評価結果の妥当

性についても検討した。 

 
３. 住環境評価 

(１) 住環境データの抽出 

 住環境の構成要素は安全性、保健性、利便性、快適性及

び持続可能性から構成されているといわれている 5)。総合

的な住環境評価を行うには、この５つの構成要素を網羅

することが必要である。 
本研究において抽出した住環境に関連する 36 項目の
アイテムを表２に示す。このうち、アイテム１、２、５

はGISを用いて算出したデータを使用している。それ以
外のアイテムは、総務省統計局発行の「統計でみる市区

町村のすがた」6)から抽出した。 
(２) 基準アイテムの設定 

 表２に示した住環境に関連するアイテムの中から、各

都市の住環境の現状を最も表していると判断されるアイ

テムを基準アイテムに設定した。本研究では、「人口の社

会増」を都市の活性度を表す指標、「市町村道の道路延長」

を社会基盤の整備度合を示す指標と判断し、それぞれを

基準アイテムに設定した。 

 
２. 解析対象地区 
本研究では、九州･沖縄地方全 93市(1995年現在)のう
ち、人口密度 40人/ha以上の地区(以下、市街地と定義)
が抽出されなかった7市(福岡県、大分県各2市、長崎県、
宮崎県、鹿児島県各1市)を対象から除外し、86都市を対
象に住環境評価を行った。各県ごとの対象都市を表１に

示す。 

(３) 数量化理論Ⅲ類の適用 

 本研究では表２に示したアイテムをそれぞれ４つもし

くは５つのカテゴリーに分類した。さらに、分類したカ

テゴリーに対して数量化理論Ⅲ類を適用し、固有値、カ

テゴリースコアおよびサンプルスコアを算出した。固有

値の算出結果を表３に示す。 
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表３ 固有値の算出結果 表２ 住環境アイテム 

1.市街地の平均傾斜度(°) 19.ごみ処理人口(%) 

2.市街地の人口密度(人

/ha) 
20.小売店数(店/10万人) 

3.高齢者人口比率(%) 21.飲食店数(店/10万人) 

4.後期高齢者人口比率(%) 22.大型小売店数(店/10万人)

5.市街地面積比率(%) 23.百貨店数(店/10万人) 

6.人口の社会増(%) 
24.主要道路の道路実延長

(km/km2) 

7.高齢夫婦世帯数(%) 
25. 市町村道の道路延長

(km/km2) 

8.高齢単身世帯数(%) 26.郵便局数(局/10万人) 

9.第2次産業従業者数(%) 27.都市公園数(ヶ所/10万人)

10.第3次産業従業者数(%) 28.一般病院数(ヶ所/10万人)

11.住宅地の土地平均価格

(千円/m2) 

29.一般診療所数 

(ヶ所/10万人) 

12.幼稚園数(園/10万人) 
30.歯科診療所数 

(ヶ所/10万人) 

13.小学校数(校/10万人) 
31.老人ホーム数 

(ヶ所/10万人) 

14.中学校数(校/10万人) 32.保育所数(ヶ所/10万人) 

15.高等学校数(校/10万人) 
33.建物火災出火件数 

(件/10万人) 

16.公民館数(館/10万人) 
34.交通事故発生件数 

(件/10万人) 

17.図書館数(館/10万人) 
35.刑法犯認知件数 

(件/10万人) 

18.し尿処理人口(%) 
36.1 住宅あたりの延べ面積

(m2) 

軸 固有値 軸 固有値 軸 固有値 軸 固有値
1 0.407700 41 0.024061 81 0.001317 121 6.71E-12
2 0.208694 42 0.022476 82 0.001144 122 6.65E-12
3 0.146608 43 0.022105 83 0.000966 123 6.27E-12
4 0.122989 44 0.020680 84 0.000819 124 6.09E-12
5 0.105945 45 0.019926 85 0.000558 125 6.03E-12
6 0.099484 46 0.019296 86 2.18E-11 126 5.77E-12
7 0.096352 47 0.018603 87 1.98E-11 127 5.44E-12
8 0.092695 48 0.018191 88 1.91E-11 128 5.33E-12
9 0.086349 49 0.016893 89 1.83E-11 129 5.04E-12
10 0.084219 50 0.016087 90 1.72E-11 130 5.01E-12
11 0.079416 51 0.015547 91 1.69E-11 131 5.00E-12
12 0.079162 52 0.014861 92 1.66E-11 132 4.98E-12
13 0.072068 53 0.014266 93 1.61E-11 133 4.81E-12
14 0.070277 54 0.013562 94 1.50E-11 134 4.55E-12
15 0.067692 55 0.013183 95 1.49E-11 135 4.53E-12
16 0.065583 56 0.012294 96 1.31E-11 136 4.50E-12
17 0.061430 57 0.010848 97 1.28E-11 137 4.40E-12
18 0.059271 58 0.010674 98 1.28E-11 138 4.39E-12
19 0.058130 59 0.010434 99 1.21E-11 139 4.35E-12
20 0.055332 60 0.010094 100 1.20E-11 140 4.07E-12
21 0.053407 61 0.009053 101 1.18E-11 141 3.85E-12
22 0.049025 62 0.008482 102 1.10E-11 142 3.61E-12
23 0.047892 63 0.008093 103 1.01E-11 143 3.58E-12
24 0.046947 64 0.007740 104 9.70E-12 144 3.39E-12
25 0.045017 65 0.007446 105 9.33E-12 145 3.34E-12
26 0.043660 66 0.006802 106 9.23E-12 146 3.24E-12
27 0.041849 67 0.006635 107 9.06E-12 147 2.96E-12
28 0.039938 68 0.006270 108 8.92E-12 148 2.88E-12
29 0.038341 69 0.005924 109 8.39E-12 149 2.84E-12
30 0.037592 70 0.005497 110 8.27E-12 150 2.58E-12
31 0.037015 71 0.004767 111 8.25E-12 151 2.52E-12
32 0.035643 72 0.004687 112 8.25E-12 152 2.28E-12
33 0.034131 73 0.004319 113 8.16E-12 153 1.71E-12
34 0.031789 74 0.003894 114 8.08E-12 154 1.33E-12
35 0.030969 75 0.003546 115 7.93E-12   
36 0.029933 76 0.003031 116 7.10E-12   
37 0.029093 77 0.002798 117 7.08E-12   
38 0.027651 78 0.002695 118 6.94E-12   
39 0.026541 79 0.001919 119 6.88E-12   
40 0.025503 80 0.001739 120 6.88E-12   

 
表３より、固有値は85軸までは漸減傾向にあるが、86
軸を境に激減していることが明らかである。したがって、

本研究では第85軸までの固有値を採用した。 
(４) カテゴリーの群別分類 

全てのカテゴリースコアと基準アイテムのそれぞれの

カテゴリースコア間の85次元のユークリッド距離を、(1)
式を用いて算出した。さらに、基準アイテムの各カテゴ

リーを核とする複数のクラスターを設定し、すべてのカ

テゴリーを基準アイテムのカテゴリーとの距離が最も近

い（最も類似性が高い）基準アイテムのカテゴリーを核

とするクラスターに帰属させた。 
∑
=

−=
85

1i
siriirs xxwd

d

…(1) 
 
ここに、 :ユークリッド距離 rs

     :固有値 iw  
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境評価総合点に応じて５段階の住環境ランクを設定した。

すなわち、住環境評価総合点が高いほど住環境は良いた

め、住環境評価総合点が高い方から順に、ランクA、B、
C、D、Eと設定した。住環境評価総合点と住環境ランク
の対応状況を表４に示す。 

     :基準アイテムのカテゴリースコア six
(５) 住環境評価総合点の算出 

 群別分類の結果を基に、基準アイテムの各カテゴリー

に0～4点の住環境評価点を付与した。本研究では、人口
の社会増が大きいほど、また、道路延長が長いほど住環

境が良いと判断した。各都市の住環境評価総合点は各カ

テゴリーの住環境評価点から算出される。算出した住環 

 
 
 



表４ 住環境評価の結果 
該当都市数 

住環境 

ランク 

住環境評価 

総合点 
人口の 

社会増 

市町村道の

道路延長 

A 110～134 17  6 

B  90～109 13 17 

C  70～ 89 22 27 

D  50～ 69 20 25 

E   0～ 49 14 11 

 
４. 住環境評価結果の検討 
前章で住環境評価総合点を算出した。これにより、複

数の都市間の住環境の比較が可能になった。しかし、こ

の手法を用いた住環境評価結果の妥当性については、

様々な視点からの検討が必要である。本章では、各都市

に与えられるサンプルスコアの算出結果、住環境評価総

合点の相関から本手法の妥当性について検討する。 
(１) サンプルスコア 

 数量化理論Ⅲ類を適用する際、対象都市それぞれのサ

ンプルスコアも算出される。住環境評価総合点および住

環境ランクは、前述した通りカテゴリースコアと固有値

から算出している。また、サンプルスコアから得られる

都市の分類結果も、住環境評価総合点の算出結果と符合

することが期待される。本節では、サンプルスコアを用

いて各サンプル間のユークリッド距離を算出した後、ク

ラスター分析を適用し、図１に示すデンドログラムを描

いた。次に、図１を基に対象都市を５グループに分類し

た。図１に示すグループ aは住環境評価総合点が高い都
市が集中していることから、住環境が最も高いグループ

に対応するものと判断される。一方、グループ e は最も
低いグループに対応する。続いて、それぞれのグループ

におけるサンプルスコアの分布の傾向を示すために、各

グループの平均値を求めた。各グループの１軸－２軸空

間における分布状況を図２に示す。図より、各グループ

の示す空間的な配置が明確に示されていることがわかる。 
 (２) 住環境評価総合点の相関 

 本研究は「人口の社会増」と「市町村道の道路延長」

の２つのアイテムを基準アイテムに設定し、それぞれの

ケースで住環境評価総合点を算出した。ここでは、算出

した２つケースの住環境評価総合点に相関がみられるか

どうかについて検討した。相関図を図3に示す。 
図３より、一方の住環境評価総合点が高い都市ではも

う一方も高くなり、一方の総合点が低い都市ではもう一

方も低くなっている。相関係数もR2値で0.887と強い相
関を示している。以上のことから、２つの基準アイテム

を設定して算出した場合の住環境評価総合点の間に強い

相関があることが明らかになった。 
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図２ サンプル分布図 
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図３ ２つの基準アイテムを設定した場合の 

住環境評価総合点の相関 

(３) サンプル分類結果と住環境ランクの関係 

 本研究で用いた手法の妥当性を検討するために、

住環境ランクとサンプルスコアを用いたグループ分

類結果とがどの程度一致しているかについて検討し

た。検討結果を表５に示す。ただし、Ⅰ1は基準アイ

テムに「人口の社会増」を設定した場合の住環境ラ

ンク、Ⅰ2は「市町村道の道路延長」を設定した場合

の住環境ランク、Ⅱはサンプルスコアを用いた分類

結果である。Ⅰ1－Ⅰ2の関係については、前述した

ようにかなり高い相関が得られている。また、表を

参照すれば、Ⅰ1－ⅡおよびⅠ2－Ⅱのケースの住環

境ランクと分類結果の一致する割合が、Ⅰ1－Ⅰ2の

ケースを上回っていることが明らかである。したが 
 
表５ 住環境ランクと分類結果が一致した都市数 

Ⅰ1-Ⅰ2 Ⅰ1-Ⅱ Ⅰ2-Ⅱ ランク 

(グループ) 都市数 比率(％) 都市数 比率(％) 都市数 比率(％)

A(a) 5 － 10 － 6 －

B(b) 5 － 7 － 10 －

C(c) 17 － 16 － 22 －

D(d) 14 － 10 － 16 －

E(e) 8 － 8 － 8 －

合計 49 57.0 51 59.3 62 72.1

って、本研究で実施した住環境評価の信頼性は極め

て高いものと判断される。 
 c d

５. おわりに 
b 本研究では、九州･沖縄地方の 86 都市を対象に、

数量化理論Ⅲ類とクラスター分析を組み合わせた手

法を用いて住環境評価総合点を算出し、各都市にお

ける住環境の現状を定量的に比較・分析した。その

結果、福岡市とそれに隣接する都市や那覇市の周辺

都市などの住環境は高く、逆にその他の中小都市で

は低い評価となった。 

a 
e

また、２つの基準アイテムを設定した場合のカテ

ゴリースコアを用いた住環境評価総合点相互の関係

と、２つの基準アイテムを設定した場合の住環境ラ

ンクとサンプル分類結果との関係について検討した。

その結果、３ケースにおける都市の分類結果の一致

する割合がかなり高かった。このことから、本手法

を用いた都市の住環境評価結果の信憑性は極めて高

いものと判断される。 
本手法を適用する際の問題点は、アイテムの選定

である。本研究で用いたアイテムは前述した住環境

の構成要素をおおむね網羅している。しかし、住環

境について考える場合には、今回採用したハード面

に関するアイテムだけでは不十分であるかもしれな

い。すなわち、住民の生活満足度や地域コミュニテ

ィの状況などといった住環境のソフト面に関する評

価も非常に重要である。今後これらの研究成果を本

手法に導入することにより、より総合的な住環境評

価を行うことができるものと考える。 
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